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世田谷区と八王子市における大学地域連携の現状
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Abstract

The study aimed to clarify the current status and issues of community collaboration in the Tokyo metropolitan 
area by analyzing and comparing the university-community collaboration projects launched in 2023. The projects 
are analyzed based on areas of collaboration, participating entities, university-related resources, and various types 
of university-community collaboration, with Setagaya Ward as a representative city in the Tokyo metropolitan 
area and Hachioji City as a representative city among the municipalities. 
   The results revealed that the nature of collaboration differed between Setagaya Ward and Hachioji City. In terms 
of areas of collaboration, Setagaya Ward focused on regional development, children, and disaster prevention, 
while Hachioji City focused on regional development. The participating university entities in Hachioji City were 
mainly faculty and staff members. Regarding the community aspect, Hachioji City had more participation from 
private companies than the Setagaya Ward. Concerning university-related resources, Setagaya Ward provided 
a higher percentage of human resources, while Hachioji City provided a much higher percentage of intellectual 
information resources. Finally, a comparison of the various types of university-community collaboration revealed 
that “exchange-type” collaboration has been the focus in Setagaya Ward, while “industry-government-academia 
regional collaboration” and “knowledge-sharing collaboration” have been the focus in Hachioji City.
キーワード：地域連携事業，地域連携分野，世田谷区，八王子市
Key Word: Regional Engagement, Areas of cooperation,  Setagaya Ward, Hachioji City

　大学と地域の連携は，様々な規模で多様な形態を持
ち，現在全国各地で盛んに行われている。このような連
携事業の活性化の契機になったのは， 2006年教育基本法
改正に伴い大学の使命として「社会貢献」が明文化され
たことや 2008年に閣議決定された「国土形成計画」の
中で示された「新たな公」の主体として大学が位置づけ
られたことが一因として挙げられている（中塚・小田切，
2016）。このような状況の中，関係各省庁（総務省，経
済産業省，文部科学省など）や地方自治体はその連携に
対する支援策を講じている。文部科学省は「戦略的大学
連携支援事業」，「地（知）の拠点整備事業」，「地（知）
の拠点大学における地方創生推進事業」といった連携の
基盤となるプラットフォームの構築を進めてきた。また，
地方自治体では自治体内の大学に所属する学生グループ
と地域団体とが協力して地域の課題を解決していくこと
に補助金を交付する（栃木県，2024；京都府，2024）など，
国のみならず地方自治体においても積極的な支援が行わ

れている。
　現在盛んに行われている大学と地域の連携だが，様々
な課題があることも事実であり，その課題は自治体の規
模やその自治体内に大学が立地しているかどうかなど
様々な要因によって変化する。例えば，大学と地域の連
携事業の活動内容と移動コストの間には一定の関係性が
あり，活動内容はその距離に応じて向き不向きのものが
存在するとの報告もある（中平・中塚，2014）。したがっ
て大学地域連携については，自治体ごとの特性をふまえ
て進めることが求められる（内閣府経済社会総合研究
所 ,2016）。
　これに関連して本道ほか（2024）は，東京都世田谷区
における大学地域連携の現状と課題について報告してい
る。世田谷区では推進している事業として防災や教育と
いった分野が多く，産業界との連携が極端に少ないこと
が明らかとなった。また，大学に求められた資源の多く
は人的資源であり，さらにこのほとんどが学生のイベン
トの参加や運営ボランティアなどであった。しかし，東
京都は東西に広く，西側の地域（多摩地域）は同じ東京
都でも 23区とは異なる地域性を持つと考えられる。そ
の西側を代表する都市である八王子市は，東京都で唯一
の中核市であり，人口規模も政令指定都市に準拠する 50
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万人を超えている（令和 6年 6月末時点約 560,520人（八
王子市，2024a））。さらに，自治体内に立地する大学の
数は世田谷区と同様に全国的に見てもかなり多い都市で
ある。このような特徴を持つ八王子市と，すでに報告さ
れている世田谷区の比較を行いその現状を把握すること
は，東京都のような大規模自治体における大学地域連携
事業を行うために必要な情報を提供し得る。
　そこで本研究は，東京都市部の代表都市として世田谷
区，都下の代表都市として八王子市を選定し，令和 5年
度の大学地域連携事業について，これまでの大学連携事
業に関する研究（斎尾・太田，2016，本道，2024）を
参考に，「連携分野」，「参加主体」，「大学に関わる資源」
および「大学地域連携の諸類型」（中塚・小田切，2016）
の観点から分析を行い，その現状を調査し比較すること
で都市部における大学地域連携を考えるための基礎資料
を提供することを目的とした。

2. 方法
2.1. 調査対象
　調査は，令和 5年度に行われた東京都世田谷区におけ
る 17の大学・学部との連携事業（総事業数 117件）お
よび八王子市における 25の大学・学部・短大・高等専
門学校との連携事業（総事業数 168件）を対象とした。
事業に関する資料は世田谷区ホームページに記載のある
大学連携事業一覧（世田谷区，2024）および八王子市ホー
ムページに記載のある令和 5年度 (2023年度 )大学等と
の連携実績調査（八王子市，2024b）を用いて行った。なお，
八王子市においては隣接する市とまたがって立地する大
学（2校），隣接する大学（2校）との実績も含まれる。

2.2.連携事業の分類方法（表 1）
　連携事業の分類については，斎尾・太田（2016），本
道ほか（2024），中塚・小田切（2016）などの報告を参
考に「連携分野」（➀防災・防犯➁地域商業・産業➂地

域振興➃国際交流➄健康・医療・福祉➅子育て・こども
➆環境・エネルギー➇文化・芸術➈スポーツ➉学校教育
⑪生涯学習⑫就業⑬その他），「参加主体」（大学側 :➀大
学・学部全体➁教職員・研究者個人➂学生➃教職員➄そ
の他，地域側 :➀自治会町内会などの組織➁住民主体組
織（NPOなど）➂自治体・公益法人（区役所職員など）
➃一般市民➄学校（小中高）・子ども➅民間企業➆その
他），「大学に関わる資源」（➀知的情報的資源，➁人的
資源，➂物的資源），「大学地域連携の諸類型」注 1（➀交
流型➁価値発見型➂課題解決実践型➃知識共有型➄その
他（施設借用など）ごとにその事業件数を分類した。なお，
同様の連携事業であっても，大学・学部などそれぞれと
提携・連携などを行っている場合や，連携分野や参加主
体，資源が複数にまたがる場合にもすべてをカウントし
延べ数として計上した。それぞれをカウントし世田谷区，
八王子市の比較を行った。

3. 結果と考察
　世田谷区内の大学と世田谷区における連携事業は，令
和 5年度の総数として 117件，八王子市は近隣大学のも
のを含め 168件が報告されている。図 1は，令和 5年度
に行われたそれぞれの連携事業を連携分野別に整理した
ものである。また，表 2はそれぞれの連携分野別に見た
主な連携事業の事例である。
　まず，世田谷区の「連携分野」について見てみると，
この期間に行われた事業では，地域振興（17件）に分類
される事業が最も多かったが，こども（16件），防災・
防犯（15件）が近い件数で続いている。八王子市では，
地域振興（59件）に分類される分野が圧倒的に多く，次
いでこども（20件），文化・芸術（16件）となっている。
　連携分野について両者を比較すると地域振興，次いで
こども，といった様相は変わらないが，八王子市では地
域振興分野の数が全件数の 3割近くを占める結果となっ
ている。

表 1 大学地域連携事業の分類
分類方法 分類項目
連携分野 ➀防災・防犯➁地域商業・産業➂地域振興➃国際交流➄健康・医療・福祉

➅子育て・こども➆環境・エネルギー➇文化・芸術➈スポーツ➉学校教育
⑪生涯学習⑫就業⑬その他

参加主体（大学側） ➀大学・学部全体➁教職員・研究者個人➂学生➃教職員➄その他
参加主体（地域側） ➀自治会町内会などの組織➁住民主体組織（NPOなど）

➂自治体・公益法人（区役所職員など）➃一般市民
➄学校（小中高）・子ども➅民間企業➆その他

大学にかかわる資源 ➀知的情報的資源，➁人的資源，➂物的資源
大学地域連携の諸類型 ➀交流型➁価値発見型➂課題解決実践型➃知識共有型➄その他（施設借用など）
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　この結果について，まず，大学の所在地の観点から見
てみる。斎尾・太田（2016）は，キャンパス非立地自治
体における自治体人口や連携先の大学所在地別にみた連
携事業とその取組について検討した結果，自治体と大学
の距離感が隣接している，同都道府県に立地する，とい
う場所的な条件よりも連携する大学が県外に立地すると
いう条件のほうが地域振興の分野の事業がより多い傾向
にあることを報告している。八王子市には自治体内に大
学・学部は存在するが，その多くは市の中心から東側に
集中しており，その広さは東京都内でも奥多摩町の次に
面積が広く，東西は 24キロ，南北に 13キロにも及ぶ（八
王子市，n.d）。一方，世田谷区は八王子市と比較すれば
その面積は小さいものの 23区内では大田区に続き二番
目の広さを誇るが，大学・学部の立地は東西南北に分散
している。世田谷区と八王子市はともに自治体内に大学
が立地するが，その立地する条件が異なる場合にも連携

分野に相違がある可能性がこれまでの報告のように示唆
される結果となった。
　さらに，世田谷区と八王子市を比較した際の相違点と
しては連携分野の防災・防犯分野にみられる。世田谷区
のような人口も多く面積も広い都市においては，大規模
な地震が発生した際の避難所の確保および災害時の学生
ボランティアの協力などが実際的な連携における重要課
題である（本道ほか，2024）。世田谷区はこれに対応す
るために，多くの大学・学部と防災関連の協定を結んで
いる。これに加えて自治会などと大学・学部が防災に対
する訓練を行うなどしており，その連携はより個別性が
高いものとなっている。それが一因となり防犯・防災分
野の連携事業全体に占める割合も大きくなっている。
　一方，八王子市の防犯・防災分野では，その多くは防
犯関連での連携事業であり，防災についての連携は世田
谷区と比較し少ない。これは「大学コンソーシアム八王
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図1 世⽥⾕区と⼋王⼦市の連携事業の分野別件数
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図 1 世田谷区と八王子市の連携事業の分野別件数

表 2 世田谷区と八王子市の地域連携分野別事業例
連携分野 世田谷区 八王子市
地域振興 歩きぬた魅力アップ推進事業 八王子学生ＣＭコンテスト
子ども 子育てステーション事業 子どもの生活力向上事業「なんでもチャレンジ」

文化・芸術 乳幼児を対象とした文化・芸術体験プログラム 伝統文化ふれあい事業
健康・医療・福祉 健康せたがやプランに基づく健康づくりの推進 八王子市ウォーキングマップ作成

生涯学習 せたがやｅカレッジ 八王子学園都市大学の運営
学校教育 魅力ある学校づくり研究校 探究学習「自分未来史」（キャリア教育・6年生）
防犯・防災 松沢地区防災塾 八王子市生活安全対策協議会
就業 創業機運醸成事業 若者支援を学生に周知する出前授業

環境・エネルギー 環境サポーター事業 2023八王子環境フェスティバル
地域商業・産業 世田谷産農産物を利用した加工品開発 ふるさと納税の新規返礼品の検討
スポーツ 世田谷ユニバーサルスポーツイベント TOKYO八峰マウンテントレイル
国際交流 せたがや国際メッセ 留学生座談会
その他 新成人のつどい（会場貸出） ―
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子」という組織の存在が一因として考えられる。この
組織は八王子市内の企業や行政団体，そして市内にある
すべての大学・学部および短大，および隣接する大学を
含む 25大学を含め全部で 32の加盟団体が各種の活動を
行っている。防災に関連する連携事業もこのコンソーシ
アムを基盤として展開されていることから，世田谷区の
ように自治会ごとなど個別的に連携をとるような形式で
はないので，可視化された連携事業数としては少なくな
ることが考えられる。しかしこのことは単純な数の少な
さでは図ることのできず，大学地域連携事業としての在
り方そのものの違いを表す一例となるのではないかと推
察される。
　実際に世田谷区においても大学コンソーシアム八王子
と同様の組織として，世田谷区内の大学，産業界と行政
が連携して「世田谷プラットフォーム」を形成しており，
この中の大学組織としては国士舘大学・駒澤大学・昭和
女子大学・成城大学・東京農業大学・東京都市大学の 6

つの大学が「世田谷区 6大学コンソーシアム」として組
織化されている。このように世田谷区でも大学コンソー
シアムとして組織化されているものの，八王子市と比較
すると参入している数は少なく，このコンソーシアム組
織に属さない大学や学部は行政や自治会と個別に連携を
とる傾向にある。また，大学コンソーシアム八王子は理
系，芸術系，デジタル系を専門とする大学・学部や高専，
美容系，動物系の専門学校も含め多角的に組織化されて
いることから，多様な連携事業を展開することが可能と
なり連携事業内容に大きな影響を与えている。
　この点については，それぞれの自治体における大学間
の連携の違いが，地域連携事業の違いとしてどのように
出現するのかを明らかすることができる事例となる。特
に世田谷区と八王子市では上記に示したように大学間の
連携が異なる形態をとり，防災などに関連する連携の仕
方が異なることから関連する地域連携事業の詳細な検証
を行うことでそれぞれの連携事業の特徴を見出し，より
効率のよい連携事業の在り方を模索することができると
考えられる。
　次に，図 2は令和 5年度に行われた連携事業に関する
大学側の「参加主体」を自治体毎に，図 3は地域側の「参
加主体」を自治体毎に整理し示したものである。さらに
図 4は「大学側に求められた資源」を自治体毎に整理し
示したものである。
　まず，大学側の「参加主体」についてであるが，世田
谷区の「大学側」では学生を対象とした事業が多数を占
め，次いで教職員，大学・学部全体と続いている。八王
子市では教職員を対象とした事業が多く，学生を対象と

したものが僅差で続いている。「地域側」の参加主体は
両者とも自治体や公共団体が多く，世田谷区では次いで
学校・子どもが多かったが八王子市では民間企業が続い
た。次に「大学に求められた資源」では，大学の参加主
体に連動して世田谷区では人的資源（学生），八王子市
では知的資源（教職員）がそれぞれ多い結果を示した。
　これらのことから世田谷区では連携事業の中心は学生
で，その多くがイベント運営などに参加するボランティ
アとしての人的資源として求められていることがわか
る。このような特徴について，世田谷区では学生の動員
が多いが，課題として学生を安価な労働力として捉えら
れてしまう点（西村，2016）や，学生の教育効果が見え
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にくい点（土屋ほか，2022）などが存在する可能性が指
摘されている。一方，八王子市では，大学側の参加主体
として学生も多いが教職員が多い。その役割は，教員に
ついては講座の講師や八王子市の各種委員会メンバーと
して市政への提言を行うことが，学生は市政の課題に対
するアイデアの提案やイベントのポスターコンテストへ
の参画など，両者ともに知的情報の提供が求められる連
携事業がみられる。このような状況について西村（2016）
は，連携事業の中で学生が提案する内容には，学生の感
性や行動力にのみ期待が集まり，研究・教育活動上の専
門性は度外視されてしまう可能性があると指摘してい
る。これらの現状については大学地域連携に関連する
様々な検討で同様の課題が報告されていること（西村，
2016，飯塚，2018，大藪，2022）から今後はこのように
課題に対する具体的な解決方法の検討が求められる。
　世田谷区と比較して八王子市にみられる特徴である産
業界の参加の多さについて，見てみると世田谷区（世田
谷区，2022），八王子市（八王子市，2023，April 1）共に
卸売，小売事業所が多く，その売り上げなどは，世田谷
区のほうが多い状況である（総務省統計局，2022）。に
もかかわらず産業界の参加が世田谷区より多いのは，先
に述べた大学コンソーシアム八王子に経済団体や企業が
参入していることが一因と考えられる。この組織では産
学公連携事業の推進として，学生の提案セッションの充
実と関連団体からの外部審査員の招聘等を通じた産業界
との連携を強化していくことが基本的な方針として定め
られている。このように組織的かつ大規模にその方針を
打ち出すことで，経済状況に関わらず，大学，地域が産
業界と連携できる状況を作り出し，地域連携への産業界
の参加を促している可能性が考えられる。
　図 5は令和 5年度に行われた連携事業に関して「大学
地域連携の諸類型」ごとに整理したものである。その件
数を確認すると，世田谷区では「交流型」が最も多く，
次いで「知識共有型」が続いた。八王子市では，「知識
共有型」が約半数を占め，続いて「価値発見型」が続いた。
このことから類型別の観点からの世田谷区と八王子市の
大学地域連携はその様相が異なることが考えられる。こ
の類型は，活動主体の成熟度に着目した類型方法であり，
関与する学生の専門性，当事者意識の高低により類型化
され，活動主体の主体性の高まりとともに交流型から価
値発見型，課題解決実践型，知識共有型へと段階的に変
遷することが想定されている（中塚・小田切，2016）。
上記のことをふまえると世田谷区では，学生の専門性を
求める連携ではなく，マンパワーとして，さらには地域
コミュニティの新たなコーディネーターとしての連携が

展開されていると考えられる（本道ほか，2024）。交流
型は，グループ単位での頻繁な往来を通じて地域の問題・
課題を解決したり，活動の支援を行ったりする内容が多
い傾向にある（内平・中塚，2014）。世田谷区では大学
が区内に点在し ,頻繁な往来が可能な地域が多いことか
らこのような交流型を主とした連携が展開されやすい傾
向にある可能性が示唆された。
　一方，八王子市ではこれまでに行われてきた産官学的
地域連携や NPOなどを含めた様々な活動主体による知
識共有型連携が展開されていることがわかる。産官学的
地域連携には技術・研究開発による経済活性化を睨み理
系大学が求められている（飯塚，2018）。八王子市では
世田谷区と比較して理系の大学・学部が多く存在し，さ
らにコンソーシアム組織内には専門学校や，高等専門学
校などの専門性の高い教育機関が参入している。このよ
うなことから，産官学的地域連携や専門的知識の提供を
軸とする知識共有型連携が多い傾向になることが推察さ
れる。

4. まとめ
　本研究は，東京都市部の代表都市として世田谷区，市
町村部の代表都市として八王子市を選定し，令和 5年度
の大学地域連携事業について，連携分野，参加主体，大
学に関わる資源，大学地域連携の諸類型の観点から分析
を行い，比較することで東京都における地域連携の現状
と課題を明らかにすることを目的とした。
　その結果，世田谷区と八王子市では連携のあり方その
ものが異なることが明らかとなった。連携分野の観点で
は世田谷区は地域振興，子ども，防災が中心で，八王子
市では地域振興が多かった。また，参加主体については，
八王子市の大学側の主体が教職員であることが特徴的で
あった。地域側では世田谷区と比較し八王子市は民間企
業の参加が多い状況であった。大学にかかわる資源では
世田谷区は人的資源の割合が八王子市より高く，八王子
市は知的情報資源の提供が非常に多かった。大学地域連
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携の諸類型別の比較では世田谷区においては「交流型」，
八王子市ではこれまでの「産官学的地域連携」や「知識
共有型連携」が中心となっていることが明らかとなった。

【注】
1）従来型の産学連携型地域連携に加えて，大学生を主
体とした「新しいタイプの連携」における分類（中塚・
小田切，2016）。
➀「交流型」:地域の住民とともに，イベントなどをお
こなう活動タイプ。
➁「価値発見型」:主にグループ単位での活動を計画的
におこない，地域の新しい価値発見を目指すタイプ。
➂「課題解決実践型」:地域の抱える課題に対して，具
体的な実践活動を通して解決を試みるタイプ。
➃「知識共有型」:教員や大学院生が中心となり，専門
知識をもって地域課題の解決に貢献しているタイプ。
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